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. はじめに
最近では､ 幅広い分野での女性の人材活用を政府主導で促進しようとする動
きがでてきている｡
女性の雇用者については､ 年に 万人､ 年には 万人､
	年には､ 	万人､ 	年には		万人となり､ 女性の職域が拡大す
るとともに女性の労働力率は､ 徐々に上昇してきた｡ しかし､ 結婚､ 出産と子
育て期での就業継続は､ 依然難しく､ また､ 賃金などの面でも男性との差は､
縮小されているとは言えない状況である｡ 一方で､ 少子高齢化も進んでおり､
年間の出生数も
年の年間	万人をピークに､ 第二次ベビーブームの
年に	万人､ 		年には
万人と減少している｡ なお老年人口 (
歳以上) は､ 一貫して増加しており､ 全人口に占める割合は､ 年％､
	年	％､ 		年	
％となっている｡
このような少子高齢化問題を解決するには､ 先行研究において女性の活躍､
つまり結婚・出産と就業の両立ができる環境の整備が必要であること､ また､
女性の就業については､ 都道府県間で大きな差が存在するとの指摘がある｡ 女
性就業について地域差の視点から実証分析した研究については､ 安部・近藤・
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森 ()､ 宇南山 () がある｡ さらに､ 安部・近藤・森 () は､ 学
歴分布､ 男性所得､ 男女間賃金比､ 三世代同居率が女性就業の地域差とどのよ
うにかかわるのか公表集計データを用いて検証している｡ 宇南山 () は､
都道府県データを使用し､ 結婚経験率と労働力率の相関関係を説明している｡
本稿では､ 観光という視点から旅行先の特徴に着目し､ 男女の雇用差に観光
動向がどのように影響するかについて都道府県別データを用いて考察した｡ 男
女間の雇用の差を表すつの変数と観光データを用いて､ 主成分分析に応用す
ることによって､ 男女間の雇用の差による観光動向の特徴をまとめ､ 猿爪
() が､ 分析した全国の女性雇用特性との関係性を整理する｡
. 日本の女性雇用特性
日本の女性雇用の特徴は､ 子育て期の女性就業が底となる字型曲線を示
していることから､ 女性の就業促進の鍵を握るのは､ 有配偶の女性と言われて
おり､ その有配偶女性の就業に関する研究は多く蓄積されている｡ みずほ総合
研究所 () は､ ～		歳の有配偶女性に着目し､ 就業率と無業者の就業
ニーズの大きさによって全国の都道府県を分類している｡ それによると､ 北
陸をはじめ就業率及び無業者の就業ニーズがともに高い領域 (相対的な高就業
ニーズ領域) と､ 大都市圏など就業率及び無業者の就業ニーズがともに低い領
域 (相対的な低就業ニーズ領域) に二極化傾向がみられるとしている｡
就業ニーズが低い領域では､ 育児と仕事の両立の難しさが女性の就業の最大
の壁となっており､ 一方で就業希望者のうち求職活動を行う者の割合が低いな
ど､ 就業ニーズの高い領域と比べ､ 就業希望が必ずしも具体的な行動に結びつ
いていない傾向があるとしている｡
また､ 安部・近藤・森 () は､ 女性の就業行動には極めて大きな地域差
が存在するとし､ 学歴分布､ 男性所得､ 男女間賃金比､ 三世代同居率が女性就
業の地域差とどのように関わっているか､ 公表集計データを使用し検証してい
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る｡ それによると､ 一部の日本海側の県で～歳の女性の正規雇用就業率
は､ 東京を除く首都圏県の倍程度で､ 単純な集計からは､ 女性就業の高い
県で男女間の賃金格差が小さいという傾向は観察されないことが述べられてい
る｡ また､ 労働供給にかかわる要因として男女間賃金比､ 男性所得､ 年齢階級
別の学歴分布､ 三世代同居率に限定し､ これらのデータを用いた回帰分析をし
た結果､ 男女間賃金比が高いことが女性の正規雇用就業率を高める傾向はみら
れず､ 男性所得が高いことは､ 女性の正規雇用就業率を下げる傾向にあり､ 男
性雇用者年収が％上昇すると女性の正規雇用就業率が	％程度低下するこ
とが推計されている｡
また､ 宇南山 () は､ 結婚経験率､ 結婚・出産による離職率､ 労働力率
の相関関係を明らかにした｡ それは､ 全国的な晩婚化・非婚化にもよらず､ 離
職率が低い都道府県では､ 結婚経験率の低下は小さく､ 結婚による離職率が高
いとその都道府県の労働力率を引き下げ､ さらに結婚をする確率も引き下げる
ため､ 結果として労働力率が低い都道府県ほど結婚経験率も低いという正の相
関が観察されたことを明らかにしている｡
安部・近藤・森 (
) は､ 賃金や所得の影響を重視しているが､ 猿爪
() は女性の働く環境を重視し､ 経済的変数のみならず住環境や育児環境
に関する変数を使用し分析している｡ 女性の労働力率に与える要因として､ 
人当たり県民雇用者報酬､ 持家比率､ 世帯当たり保育所､ 三世代世帯比率､ 通
勤・通学時間､ 現金給与､ 世帯当たり管理的職業女性を考え､ このつの変数
を使用し､ 標準回帰分析を試み､ その結果､ 世帯当たりの女性就業率に最も
影響しているのは､ プラスに世帯当たり女性管理職比率､ 世代世帯比率､ 
人当たり県民雇用者報酬､ 世帯当たり保育所の順であることが分かった｡
つぎに､ 上記つの変数にもとづいて女性の労働力に関する都道府県別 (以
下､ ｢地域｣ と呼ぶ) の特性を調べるために主成分分析を行った｡ この分析結
果は､ 以下の通りである｡
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() 主成分分析
主成分分析の結果は､ 表､ 表､ 図に示されている｡
表の寄与率から､ 第主成分では､ 全体の約％を説明している｡ 第
主成分は､ 全体の約％を説明､ 第主成分では､ 全体の約％を説明して
いる｡
以下､ 表では､ 地域の分析結果を示し､ グループ分けを行い､ 図は､ グ
ループ分けした結果を色分けし､ 全国の傾向が分かるようになっている｡
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図 主成分得点によるクラスター
注) は第主成分のプラス､ は第主成分のマイナス､ は第主成分のプラス､ は第
主成分のマイナス､ は第主成分のプラス､ は第主成分のマイナス､ は特徴の
ない (－＜主成分負荷量＜) 自治体をそれぞれ示している｡
資料出所：猿爪 () ｢女性の働きやすさに関する研究｣ 『経営総合科学』 第号､ 	

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表 主成分負荷量
変数 第主成分 第主成分 第主成分
人当たり県民雇用者報酬   
持家比率 －  
世帯当たり保育所 －	 	 	
世代世帯比率 －
  
通勤・通学時間 	 － 
現金給与 	 
 －
世帯当たり管理的職業女性 
  －

寄与率 (％) 	 
 	
累積寄与率 (％) 	  


注) 太字の数字は､ 絶対値が	以上のものを示す｡
表	 主成分得点
都道府県 第 主成分 第 主成分 第 主成分 クラスター 都道府県 第 主成分 第 主成分 第 主成分 クラスター
北海道 	  －	  滋賀県 － － 	 
青森県 －  －	  京都府  	 － 
岩手県 －	  －	  大阪府   －	 
宮城県 

    兵庫県  	  
秋田県 － －	   奈良県 
 	  
山形県 － 
   和歌山県 － －  
福島県 － 
 
  鳥取県 － 
 － 
茨城県 	 －   島根県 －		  － 
栃木県 	    岡山県 	 －
  
群馬県 －    広島県  －
 －		 
埼玉県  －
 	 	 山口県   － 
千葉県  －	   徳島県 －	  －		 
東京都  
	 
  香川県   －
 
神奈川県  － 

  愛媛県 － －	 － 	
新潟県 － － 
	  高知県 
 
 －
 
富山県 － －
   福岡県   － 
石川県 － － 
  佐賀県 －

  
 
福井県 －	
 	   長崎県 －	 －
 －
 
山梨県 － 
 －  熊本県 － 
 － 
長野県 －
    大分県 －

 － － 
岐阜県 － 	   宮崎県 － － －	
 
静岡県 － － 

  鹿児島県 －	 －	 － 	
愛知県  	 －  沖縄県  －	 －	 	
三重県 － － 
 
注) 太字の数字は､ 絶対値が以上のものを示す｡
() 分析結果からみる地域特性
最も説明力が高い第主成分は､ 人当たり県民雇用者報酬､ 通勤・通学時
間､ 現金給与がそれぞれプラスに作用し､ これに強く関わっている地域は､ 千
葉県､ 東京都､ 神奈川県､ 京都府､ 大阪府､ 兵庫県など大都市圏の地域に見ら
れる｡
一方､ マイナスに強く作用している変数は､ 持家比率､ 世帯当たり保育所､
世代世帯比率である｡ これに強く関わっている地域は､ 青森県､ 秋田県､ 山
形県､ 新潟県､ 福井県､ 鳥取県､ 島根県など女性労働力率の相対的に高い地域
で日本海側の地域に見られる｡ 先行研究においても同様な傾向が示されてい
る｡
. 男女間の雇用差と観光データに関する特性分析
ここでは､ 男女間の雇用差と観光地の特性を調べるために､ つの男女間の
雇用データと観光データ (表) を使用し､ 主成分分析に応用した｡
分析結果は､ 表､ 表の通りである｡ 表の主成分負荷量の第主成分は､
全体の約％を説明しており､ 第主成分は､ 全体の約％を説明､ 第主
成分では､ 全体の約％を説明､ 第主成分は､ 全体の	％を説明､ 第主成
分では､ 約％を説明しており､ 全体で約
％を説明している｡
() 分析結果からみる地域特性
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から､ 人当たり県民雇用者報酬､ 男性､ 女性の給与が比較的高く､ 女
性従業員も多く､ 女性管理者比率も相対的に高いと言える｡
この地域には､ 公共交通機関を利用し､ 地域内の移動にタクシーを比較的に
利用し､ 祭りやイベント行事で訪問する比率が相対的に高く､ わいわいと過ご
す傾向が強い｡ 未婚女性の友人との旅行が相対的に高いと言える｡ こういった
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表 主成分負荷量表
変 数 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分
人当たり県民雇用者報酬    	 
通勤・通学時間   － 
 
男性 (現金給与)   	  
女性 (現金給与) 	 
	   

総数 (女性従業員)   －	 
 －	
女性管理者比率  －	 	 － －
男 (月平均労働) －
 －   

女 (月平均労働) －
 － 	 	 －

北海道  －
 － 	 

東北 －
  －		 
 －
関東 － 
 －  	
甲信越 － 	 －  －
東海    － 
北陸 －    －
近畿 － － 
 － 
中国 	 －
  －
 		
四国 	 － 	 － 	
九州・沖縄  － － － －
列車     －
自家用車 －   － －
レンタカー  － － － 
バス・貸切バス  － 
  
タクシー・ハイヤー  －	   －

移動しなかった －  －	 －
 －
周遊観光 － －
   

ゆったり過ごす －	  －
	 － 
都市観光 	  	 
 
温泉 －
 
  － －
祭り・イベント     －
テーマ・パーク 	 
 －
 － 	
グルメ旅行 － －	 	 －	 －
スポーツ －  －	 
 

自然を楽しむ － 
   	
わいわい過ごす  
 －	  －	
平均宿泊数 
 －	 － 
 
平均旅行費用  －

 － 	 
幼児連れの家族旅行  	 －
 － 	
小学生連れの家族旅行 －  － － 
大人の親子旅行 － － － － －	
世代の家族旅行 －
   －
 
夫婦旅行  － －
 － －
	
子育て後の夫婦旅行 － －   
未婚女性による友人旅行 
 － 
 －	 	
子育て後の友人旅行 － － 	  

ひとり旅  －   －
ホテル  － － － 
旅館 － －	  － －
民宿など － 
 －  
キャンプ － －   
別荘など －   	 
	
注) 太字の数字は､ 絶対値が以上のものを示す｡
表には､ 雇用データと観光データを示しており､ 旅行者の居住地をの地域に分類｡ 旅行交通手段､ 旅行タイプ､
同行タイプ､ 宿泊施設を示している｡ これは､ 日本交通公社 () による｡
雇用データと旅行者の居住地､ その他の観光データに横線を引いているのは､ データを見やすくするため｡
特性は､ ｢都市型観光｣ と言える｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 東京都､ 愛知県､
京都府､ 大阪府､ 広島県､ 福岡県などの都市圏である｡ 一方､ マイナスに強く
関わっている地域は､ 岩手県､ 山形県､ 福島県､ 群馬県､ 福井県､ 長野県､ 岐
阜県､ 鳥取県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から､ 人当たり県民雇用者報酬､ 男性､ 女性給与､ 女性従業員が相対
的に高いが､ 女性管理者比率が相対的に低いと言える｡
この地域は､ 関東・甲信越地方からの観光客が多く､ 中国地方からの観光客
が相対的に少ない｡ 移動が相対的に少なく､ 小学生連れの家族旅行が相対的に
多く､ 別荘を利用する比率が相対的に高い｡ 逆にマイナスに作用している変数
は､ レンタカー､ バス・貸切バスを利用する比率､ 宿泊数､ 旅行費用は､ 相対
的に低い｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 栃木県､ 千葉県､
神奈川県､ 山梨県､ 静岡県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､
青森県､ 島根県､ 山口県､ 愛媛県､ 高知県､ 長崎県､ 宮崎県､ 鹿児島県である｡
――
表 主成分寄与率
寄与率 累積寄与率
第主成分  
第主成分  		

第主成分 
	 	
第主成分 	 
第主成分 		 
注) 上記変数のうち雇用関係データは､ 年､ 年の県民経済計算､
年､ 年の就業構造基本調査､ 	年､ 年の社会生
活基本調査､ 年､ 年の毎月勤労統計調査を使用している｡
観光データは､ 年月日本交通公社 ｢旅行者動向｣ によ
る｡ データの多くは､ 
年から年までの平均値
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表 主成分得点
都道府県 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分 第主成分
北 海 道  － － 	 －
青 森 県 －
	 － －  －		
岩 手 県 －
 － －
  －	

宮 城 県 
  － 
 －
秋 田 県 － －	 － 		 －
山 形 県 －

 －

 －  －
福 島 県 －	  －	
  －
茨 城 県 －  －  
栃 木 県 －	 
 －
 －	 
群 馬 県 －	  －	 

 －

埼 玉 県 


  －  －	
千 葉 県   － －			 
東 京 都  	  		 －

神奈川県  		 － － －
新 潟 県 － 	 －  

富 山 県 －
 － 	  

石 川 県 －
	 －	   －
福 井 県 －			 
 
	 － －
山 梨 県 － 
 －
	  
長 野 県 －  －  
岐 阜 県 －   
 

静 岡 県 － 
 －
 －	 －		
愛 知 県 	 
 
  
三 重 県 －	 
 		 － 


滋 賀 県 －    
	
京 都 府  － 	  －

大 阪 府  	
  －	
 －	
兵 庫 県   	 －	 －	

奈 良 県 	
 －  	 	
和歌山県 －	  
 －
 
鳥 取 県 －
 － 
 －	
 	

島 根 県 －	 － 		 － 

岡 山 県  － 	 － 

広 島 県  －	 	  
山 口 県 － －	  －	 

徳 島 県  －	 		
 － 	
香 川 県  －  － 
愛 媛 県 	 － 	 － －	
高 知 県  － 
 
 	
福 岡 県 
 － －
 －
 －	
佐 賀 県 －	 － －
 －	 －	

長 崎 県 	 －  － －	
熊 本 県 － －	 －
 － －

大 分 県 －	 － －	 － －

宮 崎 県  －	 －  
鹿児島県 － －	 － － 

	
沖 縄 県 	 －	 －	 －	
 		
注) 太字の数字は､ 絶対値が以上のものを示す｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から男性と女性の給与に差はないが､ 男性の給与がやや高い｡ この地
域には､ 東海､ 北陸､ 近畿地方からの観光客が多く､ グルメ旅行が目的で､ 子
育て後の友人との旅行の比率が相対的に高い｡ 逆にマイナスに作用している変
数は､ レンタカーの利用､ 宿泊数､ 旅行費用､ 幼児連れの家族旅行である｡
この特性を強く表している地域は､ 福井県､ 石川県､ 岐阜県､ 三重県､ 兵庫
県､ 鳥取県､ 山口県､ 愛媛県､ 高知県である｡ 一方､ マイナスに強く関わって
いる地域は､ 北海道､ 秋田県､ 沖縄県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から女性管理者比率が相対的に低い｡ この地域には､ 東北､ 関東､ 甲
信越からの観光客が多く､ 民宿､ キャンプを利用し､ 自然を楽しむ子育て後の
夫婦やひとり旅が相対的に多いと言える｡ 逆にマイナスに作用している変数は､
テーマ・パーク､ 幼児連れ､ 小学生連れの家族旅行である｡
主成分得点 (表) からプラスに強く関わっている地域は､ 茨城県､ 埼玉県､
富山県､ 奈良県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､ 三重県､
和歌山県､ 香川県､ 熊本県､ 大分県である｡
第主成分：この主成分は､ 全体の約％を説明している｡ 主成分負荷量
(表) から特に強く作用している変数はないが､ 女性に関わる変数は相対的
に低いと言える｡ この地域には､ 近畿地方からの観光客が相対的に多く､ 自然
を楽しみ､ 家族旅行で､ 民宿､ 別荘を利用し､ ゆったりとくつろぐことが観光
目的と言える｡ 逆にマイナスに作用している変数は､ 東北､ 九州・沖縄からの
観光客は､ 相対的に少なく､ 温泉目的や夫婦旅行で旅館を利用することが相対
的に低いと言える｡
この特性をプラスに強く関わっている地域は､ 滋賀県､ 和歌山県､ 香川県､
岡山県､ 沖縄県である｡ 一方､ マイナスに強く関わっている地域は､ 宮城県､
東京都､ 神奈川県､ 福岡県､ 佐賀県である｡
以上が､ 男女の雇用データと観光データとの主成分分析結果である｡ 主成分
――
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図 第主成分得点図
図 第主成分得点図
――
図 第主成分得点図
図 第主成分得点図
を全国の特性図で表すと図から図となる｡
() 女性雇用特性の主成分分析と男女間の雇用差と観光に関する主成分分析
の整理
女性の雇用特性､ 男女間の雇用差および観光に関する特性との関係を整理す
ると表の通りになる｡
女性の雇用特性で人当たり県民雇用者報酬､ 通勤・通学時間､ 現金給与が
プラスに強く関わっているのは､ 大都市圏の東京都､ 京都府､ 大阪府であり､
これらの都市は､ 都市化されていることから都市型観光都市と言える｡ 一方､
持家比率､ 世帯当たり保育所､ 世代世帯比率がマイナスに強く関わっている
山形県､ 福井県､ 新潟県､ 鳥取県は､ 非都市型観光都市と言える｡
観光資源が集積しているか､ 多種多様な観光資源があるとないでは､ 女性管
理者や女性給与に強く影響するものと言える｡
男女間の雇用の差による観光動向の特徴
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図 第主成分得点図
. 福井県の観光状況
上記の分析の結果､ 非都市型観光都市に分類される福井県は､ 女性労働力率
が高く､ 女性が活躍する地域として注目に値し､ 研究しているが､ 福井県の観
――
表 女性雇用主成分分析と男女間の雇用差と観光データ主成分分析の整理
都市型観光 非都市型タイプ  非都市型タイプ  非都市型タイプ  非都市型タイプ 
プラス マイナス プラス マイナス プラス マイナス プラス マイナス プラス マイナス
雇用特性
第主成分
プラス
東京都
京都府
大阪府
千葉県
神奈川県
兵庫県
雇用特性
第主成分
マイナス
山形県
福井県
新潟県
鳥取県
青森県
秋田県
島根県
福井県
鳥取県
島根県
山形県
新潟県
雇用特性
第主成分
プラス
岩手県
福島県
宮城県 香川県 佐賀県
雇用特性
第主成分
マイナス
愛媛県
鹿児島県
沖縄県 埼玉県
雇用特性
第主成分
プラス
茨城県
富山県
奈良県
滋賀県
雇用特性
第主成分
マイナス
福岡県 山口県
高知県
宮崎県
北海道 大分県
注) 全国の女性雇用特性の主成分分析結果と男女間の雇用差と観光データの主成分分析結果
に基づいて筆者が作成｡ 全国の女性雇用特性の主成分結果は､ 猿爪 () ｢女性の働
きやすさに関する研究｣ 『経営総合科学』 第号､ を使用している｡
表では､ 雇用特性と観光データの関係性を表現するため ｢都市型観光｣ と ｢非都市型観
光｣ に分類し､ ｢非都市型観光｣ をそれぞれつのタイプに分類した｡
光状況が女性雇用に好影響を及ぼす状況なのか現状を整理する｡
福井県は､ 日本総合研究所が行った幸福度ランキングで ｢日本で一番幸せな
県｣ と評価され､ 女性の労働力率も年国勢調査によると％で全国平
均の	
％を上回っている｡ 男女の雇用差と観光データとの主成分分析の結
果､ 福井県は､ 都市型観光にマイナスに強く作用し､ 非都市型タイプにプラ
スに強く作用している｡
福井県の観光状況を報告しているものとして社団法人中小企業診断協会福井
県支部年月の 『福井県内観光産業の活性化に向けた調査研究』 がある｡
この報告によると福井県の観光状況は以下のようになる｡
福井県は､ 北陸新幹線の金沢駅開業や舞鶴若狭自動車道の開通で観光状況も
大きな転機を迎えていると指摘している｡ まずは､ 観光客入込客数の状況を見
てみる｡
県内・県外別の日帰り・宿泊数の状況は､ 表の通りとなる｡
年と年を比較すると､ 県内客では日帰りが約万人増加してい
るが､ 宿泊客は､ 約万人減少している｡ 県外客では､ 日帰り客で約万人
の増加､ 宿泊客では､ 約万人の増加となっている｡
つぎに､ 県外客の発地別入込状況を見てみると表の通りである｡
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表 県内別・行程別観光客入込数の推移 (実人数)
(人)
県内客 県外客
合 計
日帰り 宿 泊 日帰り 宿 泊
年   	  		
年   	 	 	
	年  
   
年   	 
 
資料出所：年月報告 社団法人 中小企業診断協会福井県支部 ｢福井県内観光産業
の活性化に向けた調査研究 ～あわら市､ 勝山市に向けた提案～｣ による｡
関西地区からの入込客が増加して､ 中京地区からの入込客が減少している｡
これは､ 舞鶴若狭自動車道の小浜西までの開通で関西地区からの入込客が
増え､ 東海北陸自動車道により､ 石川県､ 富山県への旅行客が福井県に立ち寄
らなくなったと中小企業診断協会福井県支部が分析している｡ 関東地区からの
入込客は伸び悩んでいる状況である｡
こうして見ると､ 上記の主成分分析の結果から福井県が非都市型観光地域で
あることと合致していると言えよう｡
次に､ 観光消費額の状況を見てみると表､ 表の通りである｡
――
表 県外客の発地別入込状況 (実人数)
(人)
関西地区 中京地区 関東地区 北陸地区 その他 合計
年 		 	
	 
	 	 
	 		

年 		 		 
	 	 	 		
年 		 		 	 
	 	 	
	
年   	  	
 
	
資料出典：年月報告 表と同様｡
表
 一人当たりの平均観光消費額 (県内消費)
(円)
発地別 日程別 全 体
項 目
宿泊費 土産品代 その他入場料
県内客
日帰り 	 － 	 

宿 泊 	 	 	 	
県外客
日帰り 	 － 	 	

宿 泊 	 
	 	 	
注) 上記データについては､ 年観光動向調査基礎資料を参照｡
なお､ その他入場料には､ 昼食代､ 域内交通費を含む｡
表､ によると一人当たりの平均観光消費額は､ 土産代､ その他入場料の
項目で県外客が県内客の倍以上の消費となっている｡ また､ 年の観光
総消費額は､ 億円で､ そのうち県外客が億円と全体の約	％を占め､
県外客の宿泊で
％を占めている状況である｡
経済面において中小企業診断協会福井県支部は､ 県内観光消費の拡大に向けて､
県外客､ 特に宿泊客の増加を図ることが重要であること指摘しており､ 北陸新
幹線の開通により北陸､ 特に石川県への観光客が増えているが､ 北陸地方には､
地域に根を張って自ら創造力を発揮し､ 市場を開拓してきている企業が多い｡
この北陸ならではの企業めぐりを全国にアピールし､ 産業観光ルートづくりを
することが北陸の魅力づくりにつながると考える｡
. まとめ
本稿では､ 男女間の雇用データと観光データを利用し､ 男女間の雇用特性を
明らかにするために主成分分析をした｡
その結果､ 大都市圏は､ 人当たり県民雇用者報酬､ 男性､ 女性の給与が比
較的高く､ 女性従業員も､ 女性管理者比率も相対的に高い地域から成る｡ 次に､
男女間の雇用の差による観光動向の特徴
―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表 県内観光消費額の推移
(億円)
全体額
県内客 県外客 県外客
合計日帰り 宿 泊 日帰り 宿 泊
	年    	  
年      
年      	
年
     	
％ 
％ 
％ 
％ 	
％ 
％
資料出典：年月 社団法人 中小企業診断協会福井県支部による報告｡
福井県､ 山形県､ 鳥取県など女性労働力率の相対的に高い地域は､ 非都市型地
域であることが分かった｡
女性雇用特性と男女間の雇用差および観光データとの関係を整理すると､ 女
性雇用特性である第主成分に属している地域は､ 都市型観光が主であり､ 女
性労働力率が相対的に高い地域は､ 女性雇用特性で第主成分にマイナスに強
く作用し､ 都市型観光に強くマイナスに作用している非都市型観光地域である
ことが分かった｡
女性労働力率の相対的に高い福井県を事例に観光動向の状況を見たが､ 主成
分分析結果の通り､ 福井県は､ 都市型観光に強くマイナスに作用し､ 近郊から
の観光客が多い地域である｡
猿爪 () によると人当たり県民雇用者報酬､ 通勤・通学時間､ 現金給
与がプラスに作用している大都市圏は､ 都市型観光地域であり､ マイナスに強
く作用している日本海側の地域は､ 主に近郊からの観光客が多く､ 自然を堪能
するための観光客が多い地域であることが分かった｡
以上の分析結果を踏まえると､ 観光資源が集積し､ 多種多様な観光資源があ
るかないかによって､ 女性従業員､ 女性管理者や女性給与に強く影響するもの
と考えられる｡
福井県では､ 福井の美しい景観を県内外に発信し､ ふるさとに愛着や誇りを
持ち､ 県民の共有財産である景観を守り育てていくことを目的として､ ｢ふる
さと百景｣ を選定し､ 観光資源に活用していく動きがある｡ こうした動きと
藤吉 () の推奨している北陸企業めぐりの旅のルートを設定､ 福井県､ 北
陸地方に入込客を増やすことが､ 少しでも女性労働力率の上昇につながるもの
と考える｡
今後､ 女性活用が推進されていくなかで､ 観光に関連するデータを踏まえ､
何が女性雇用に強く影響するのか､ 県レベルに留まらず市町村レベルまで分析
を進めていきたい｡
この場をお借りして､ 本研究ノートを投稿するにあたり､ 運営委員の諸先生
――
方に貴重なご指導をいただきましたことに感謝申し上げます｡
注
 使用しているデータは､ 年総務省 ｢就業構造基本調査｣ である｡ ここで言う ｢無
業者｣ とは､ 期間を定めず､ ｢ふだんの状態｣ で就業状態を分類するユージュアル方式で､
ふだん仕事をしているか否かで区別し､ ふだん仕事をしていない者を言う｡
都道府県別の女性の就業動向を分類し､ その特徴毎に分類された都道府県の集合を ｢領
域｣ としている｡
 安部・近藤・森 () では､ 正規雇用に対象を絞っている｡ その理由として､ 第一に
都道府県×年齢階級別の賃金データを使用しているが､ 公表されている範囲では賃金セン
サスの一般労働者 (フルタイム労働者) について得られること､ 第二に無業からパート雇
用就業への参入は多く行われる反面､ 無業から正規雇用就業への就業は困難とされている
ことから､ 正規雇用就業率に注目し分析している｡
 (独) 経済産業研究所におけるプロジェクト ｢少子高齢化のもとでの経済成長｣ の一環
として執筆されたものである｡ 宇南山 () は､ 結婚による離職率を引き下げれば､ 労
働力率を引き上げるだけでなく結婚を促進する効果も期待でき､ 有効な両立支援策となる
と述べている｡
都道府県別の保育所の整備状況は､ 就業継続を規定する要因であるとし､ ～	歳の
女性の人口と保育所の定員の比率である ｢潜在的定員率｣ を定義し､ 未婚者を含めた潜在
的な保育需要に基づき女性が直面する保育所の整備状況を評価した｡ この潜在的定員率は､
大都市部の都道府県では低く､ 日本海側の各県では高くなっており､ 大きな地域差がある
としている｡
	 女性就業の地域的側面に着目した研究としては､ 武石 () がある｡
 使用データは､ 年就業構造基本調査､ 年国勢調査､ 年社会生活基本調査
である｡

 都道府県別の女性の就業率を被説明変数とする回帰分析を行った先行研究として
(
) がある｡ また､ 日本のマイクロデータを用いた女性
の就業選択の実証分析では､  (
)､ 阿部 () があるが､ こ
れらは都市部に居住しているかそれ以外かといった形をとっている｡
 共働き率と出生率で全国平均を上回る北陸三県において､ 幸福度も世帯収入も高い秘密
を探った書籍として藤吉雅春 () 『福井モデル』 がある｡ また､ 福井県の雇用状況に
ついての先行研究としては､ 服部茂幸 () ｢福井県の雇用状況はなぜよいのか｣ 『東ア
ジアの地域経済』 福井県立大学編がある｡
 内発的発展を支える企業群として､ 長浜・敦賀のヤンマー､ 敦賀セメント､ 武生の信越
化学､ 村田製作所､ 鯖江の増永眼鏡､ 福井の三谷商事､ セーレン､ 大聖寺の大同工業､ 小
松のコマニー､ 小松キャビネット､ 小松精錬､ 松任の石川製作所､ 津田駒工業､ ニットー､
金沢の石野機械製作所､ アイ・オー・データ機器､ ハチバン､ 能登の､ 和倉温泉加
男女間の雇用の差による観光動向の特徴
――
賀屋､ スギヨ､ 石動のゴールドウィン､ 大建工業､ 高岡の三協立山､ トナミホールディン
グス､ 富山の富山化学､ インテック､ 光岡自動車､ 魚津のスギノマシン､ 直江津のブルボ
ンをとりあげ北陸企業めぐりの旅を推奨している｡
 福井県では､ ｢ふるさと納税｣ や ｢ふるさと帰住｣､ ｢ふるさと知事ネットワーク｣ など
さまざまな政策を積極的に推進｡ 年月に ｢福井ふるさと百景｣ を選定した｡
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